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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア
イ
ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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 基本計画における
施策の目標設定の根拠
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体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

国立市耐震改修促進計画に基づき、1981(昭和56)年以前に建てた市有建築物48施設全てを
2015(平成27)年度までに耐震改修等を実施することを目標としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

公共施設等整備計画を策定し、耐震化や大規模改修を計画的に実施していきます。

市有財産全般の将来にわたる活用について検証します。活用が見込めない市有財産については、
売却や民間への貸付等の有効活用策を検討します。

適切な管理

有効活用

・（市民が利用する）公共・公用施設
・市有財産

・適切に管理される
・有効に活用される

名称
公共・公用施設数

行政財産（土地）

普通財産（土地）

名称
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1981（昭和56）年以前に建てられた市有施設のうち
耐震改修等が終了した施設数

遊休土地の面積(一団50㎡以上)



－２枚目－

４　施策の現状

５　２４年度の評価結果
（1） ２４年度行政経営方針の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
　公共施設の耐震化については、耐震促進計画に沿って、引き続き着実に進める必要がある。また、加えて耐震促進計画に含まれていない、新耐震基準であ
る５６年以降に建設された施設の耐震性の確認および、非構造部材の耐震化についても今後検討していく必要がある。さらに、建物の建築年数と施設の劣化
状況は必ずしも一致するとは限らないため、公共施設の統廃合や改修の優先順位等を検討する上で、公共施設の劣化度診断を行っていく必要がある。
　市有財産の有効活用等については、「国立市公共施設マネジメント基本方針」にあるとおり、施設機能の見直しや既存施設の有効活用及び統廃合、低・未利
用地の有効活用等、公共施設全体の量の圧縮を図りながら必要な施設機能を維持するための、中長期の実行計画の策定に、財政収支見通しを踏まえながら
取り組んでいく必要がある。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

　平成２４年度において予定していた公共施設の耐震改修工事は順調に完了した。
　平成２４年１０月に調査研究の成果である「国立市公共施設等のあり方に関する研究報告書」を受領し、また、それを元に、平成２５年３月に、公共施設のあり
方の基準となる基本方針である「国立市公共施設マネジメント基本方針」を策定する等、今後の事業推進のための大きな成果があがった。

２４年度行政経営方針 取組状況
災害時の拠点となる市役所本庁舎の耐震化に着手するとともに、引き続き保育
園や公共施設の耐震化を着実に進めていく。また、遊休土地を含めた市有財
産について、平成23年度中に策定する施設白書に基づいた分析を行い、中
長期の行政需要や公共施設等のあり方を踏まえて有効活用の方策について
検討していく。

　平成２４年度においては、なかよし保育園、東保育園の耐震工事を完了させ、
市庁舎の耐震工事に着手した。また、矢川児童館の耐震工事実施設計、くに
たち市民総合体育館の耐震診断調査を実施した。
　また、平成２４年１０月に東洋大学ＰＰＰ研究センターへ研究を依頼し、「国立
市公共施設等のあり方に関する研究報告書」を研究結果として受領した。ま
た、それを元に、平成２５年３月に、公共施設のあり方の基準となる基本方針で
ある、「国立市公共施設マネジメント基本方針」を策定した。

　平成２２年３月に、国は「学校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック」を作成した。また、平成２３年３月に発生した東日本大震災により、建築物の耐震化へ
の関心が高まった。公共施設の耐震化については、国立市耐震改修促進計画に基づき、昭和５６年以前に建てた市有建築物４８施設全てを平成２７年度まで
に耐震改修等を実施することとしている。
　平成２３年度には、清化園跡地活用事業の完了に伴い普通財産25,619.25㎡を民間事業者に貸し出した他、公社から買い戻した谷保第2土地区画整理事業
地内用地132.22㎡及び遺贈を受けた土地254.96㎡（いずれも普通財産）を売却した。また、公共施設整備用地1055.4㎡を民間保育園に一時貸し出しを行う
等、低・未利用土地に関する課題に進展があった。
　近年、高度経済成長期に建設された公共施設が、全国的に更新時期を迎えており、その対応が全国的に課題となっている。そのような中で、国立市におい
ても、平成２４年２月に公共施設の現状を把握するための基礎資料として、「国立市公共施設白書」を作成した。
　また、平成２３年１２月に山梨県笹子トンネル崩落事故が発生し、公共インフラの更新についても全国的な課題となっている。国立市においても、道路、下水
道等が更新時期を迎えており、更新費用の枯渇が問題となっている。

　財政改革審議会中間答申において、低・未利用地においても有効活用等積極的に取り組むこととされた。
　議会において、未利用土地の活用について推進するよう要望があり、利用が見込まれない土地については売却も検討するよう要望があった。
　学校施設においては、トイレや特別教室等老朽化対策について、要望があった。

①ア…耐震診断を優先して行うことで、耐震改修工事の要・不要に切り分けが可能となったことから、効率的に改修工事を実施できている。
①イ…低・未利用土地については、公共施設整備用地1055.4㎡の一次貸し出しの終了、新たな行政財産（高齢福祉施設整備用地469㎡）の寄付受
け入れがあったため、目標値は未達成となった。
②…過去３年の時系列で比較すると、両成果指標は向上している。
③…施設、公共インフラ等の老朽化、低・未利用地の問題は全国的な課題である。

1981（昭和56）年以前に建てられた市有施設のうち耐震改修等が終了した施設数

遊休土地の面積(一団50㎡以上)

B:成果がどちらかと言えば向上した

C:他自治体と比べてほぼ同水準である
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